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１　事業概要 ５　事業説明
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　妊娠・出産には適切な時期があるが、近年、妊娠を望
む人の高年齢化が進んでおり、それに伴い不妊に悩む人
が増加している。
　妊娠・出産を実現するためには、若いうちから妊娠・
出産や自身の健康に関する正しい知識を持ち、健康管理
を意識する「プレコンセプションケア」が重要である。
そのため、普及啓発や個別相談支援を実施する。
　また、不妊・不育症に関する相談支援を実施するとと
もに、検査費用の一部を助成し、早期に検査を受検でき
るよう支援する。
(1)プレコンセプションケア推進事業　　5,858千円
(2)不妊専門相談センター事業　　　　　3,728千円
(3)不妊・不育症検査費助成事業　　　100,711千円

（１）事業内容 
　　希望する方が妊娠・出産を実現できるよう、若いうちから妊娠・出産や自身の健康に関する正しい知識を持ち、
　自身の健康管理を意識する「プレコンセプションケア」の推進を図るため、普及啓発及び相談支援を実施する。
　　また、不妊・不育症検査費用の一部を助成し、早期に検査を実施できるよう支援する。
　　ア　プレコンセプションケア推進事業　5,858千円
　　イ　不妊専門相談センター事業　　　　3,728千円
　　ウ　不妊・不育症検査費助成事業　　100,711千円

（２）事業計画 
　　ア　プレコンセプションケア推進事業
　 　(ｱ)　プレコンセプションケア普及啓発事業
　　　　・健康教育(出前講座)の実施　　専門職による出前講座の実施
　　　　・プレコンセプションケア研修会　　関係者を対象とした研修会の実施
　　　　・県民向け公開講座　　県民を対象とした公開講座の実施
　　（ｲ)　プレコンセプションケア相談センター　助産師等専門職による電話相談の実施
　　イ　不妊専門相談センター事業　　医師による面接相談の実施
　　ウ　不妊・不育症検査費助成事業
　　 (ｱ)　不妊検査費助成　　3,104件
　　 (ｲ)　不育症検査費助成　　611件

（３）事業効果 
　　正しい知識の普及啓発を行うことにより、若い世代が結婚、子育てを含めたライフプラン形成の意識向上を図る。
　　不妊・不育症検査に対する経済的支援の充実を図ることで、子どもを産み育てる環境整備の推進が図られる。

２　事業主体及び負担区分
(1)国1/2・県1/2(一部、県10/10)
(2)国1/2・県1/2
(3)県10/10

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.8人＝7,600千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 110,297 4,702

前年額 72,028 67,232 4,796

― 保健医療部 154 ―

子育てに希望が持てる社会の実現

105,595 38,269

きめ細かな少子化対策の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 5,858千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 100 △900 県民向け公開講座講師料

旅費 4 △26 県民向け公開講座打合せ旅費

需用費 6 △4 消耗品費

役務費 24 △400 啓発資料等送料

委託料 5,678 4,598 健康教育(出前講座)の実施
プレコンセプションケア研修会
プレコンセプションケア相談センター

使用料及び賃借料 46 0 県民向け公開講座会場使用料

合計 5,858 3,268

事業内訳書

新ウェルカムベイビープロジェクト

プレコンセプションケア推進事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 3,728千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 3,728 △1,375 不妊専門相談センター事業委託料

合計 3,728 △1,375

単位事業名 予算額 100,711千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 268 263 消耗品費
チラシ等印刷製本費

役務費 33 23 郵送代

負担金、補助及び交付金 100,410 38,790 不妊検査費助成　20,000円×3,104件
　35歳未満への上乗せ助成　10,000円×2,031件
　市町村事務費補助　50,000円×63箇所
不育症検査費助成　20,000円×611件
　35歳未満への上乗せ助成　10,000円×265件

合計 100,711 39,076

主な内容

不妊・不育症検査費助成

主な内容

不妊専門相談センター事業


